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これまでの経緯と「今回学識者懇談会の開催趣旨」

平成30年7月 河川整備計画を上回る出水が発生 日の出橋4,100㎥/s （1/60相当）

平成30年9月 学識者懇談会開催 ・H30出水を踏まえた河川整備計画の点検 【治水】

平成31年1月 学識者懇談会開催 ・H30出水を踏まえた河川整備計画の点検 【維持、環境等】
・H30出水を踏まえた治水安全度設定の考え方

令和元年10月 本省 気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会により、
「気候変動を踏まえた治水計画のあり方 提言」とりまとめ

【 主な意見 】 ・H30出水を踏まえ、河川整備計画は見直すべき
・人口等が集中している中流域の治水安全度に十分留意
・目標以上の洪水発生時のソフト対策も十分に検討すること

■今回の開催趣旨

○技術検討会の提言を踏まえた「遠賀川における河川整備計画変更の目標流量」の確認

【主なポイント】
暫定値として公表した「2℃上昇時の降雨量変化倍率」を精査し、確定値とした
「気候変動の影響を踏まえた治水計画」について、具体的な検討手法を示した
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令和2年6月 学識者懇談会開催 ・河川整備計画（変更案）の目標流量について

令和3年4月 本省 「気候変動を踏まえた治水計画のあり方 提言」改訂版

【主なポイント】
気候変動を踏まえた治水計画の前提となる外力の設定方法



前回からの主な変更点

① 気候変動を踏まえた治水計画への見直し

○ 令和３年４月に公表された提言にて、主に以下の点が示された
 暫定値として公表した「2℃上昇時の降雨量変化倍率」を精査し、確定値とした（２℃上昇シナリ

オで九州北西部は１．１倍）

 「気候変動の影響を踏まえた治水計画」について、基本高水流量の具体的な検討手法（２℃上
昇シナリオによる降雨量の設定、過去に経験したことのない雨の降り方も考慮等）を示した

② 気候変動を踏まえた目標流量の変更

○ 前回提示した目標流量（案）
基準地点（日の出橋）：4,100m3/s【河道4,100m3/s】（平成30年７月出水規模、W=1/60）

○ 遠賀川整備計画目標流量（案）
基準地点（日の出橋）：4,300m3/s【河道4,300m3/s】（W=1/80）
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③ 流域治水プロジェクトの取組内容

○ 気候変動による水災害リスクの増大に備えるためには、これまでの河川管理者等の取組だけでなく、
流域に関わる関係者が、主体的に治水に取り組む社会を構築する必要がある

○ 遠賀川流域において、あらゆる関係者が共働して流域全体で水害を軽減させる治水対策、「流域治
水」を計画的に推進するため、「遠賀川流域治水協議会」により協議を行い、令和３年３月に「遠賀
川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】」を公表



気候変動を踏まえた治水計画への見直し
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「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の概要

○ IPCC第５次報告書において、気候システムの温暖化は疑う余地がなく、２１世紀末までにほと
んどの地域で極端な降水がより強く、より頻繁となる可能性が非常に高いことなどが予測され
ることが報告されている。

○ このような中、平成２８年北海道・東北地方を襲った一連の台風、平成２９年九州北部豪雨な
ど、近年、水災害が頻発している。

○ 水災害分野における気候変動適応策としては、特に施設能力を上回る外力に対して、できる
限り被害を軽減するためのソフト対策を充実させてきたところであるが、ハード対策とソフト対
策は、本来、一体的に取り組むべきものであり、ハード対策も含めた気候変動適応策の検討
が進められる必要がある。

○ このため、「気候変動を踏まえた治水計画の前提となる外力の設定方法」、「気候変動を踏ま
えた治水計画に見直す手法」等について検討を行う本検討会を設置するものである。

開催趣旨

天野 邦彦 国土技術政策総合研究所 河川研究部 部長

池内 幸司 東京大学大学院工学系研究科 教授

大原 美保 (国研)土木研究所水災害・ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ国際センター水災害研究グループ主任研究員

◎小池 俊雄 (国研)土木研究所水災害・ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ国際センター長

小林 潔司 京都大学経営管理大学院 教授

清水 康行 北海道大学大学院工学研究院 教授

清水 義彦 群馬大学大学院理工学府 教授

高藪 出 気象研究所 研究総務官

戸田 祐嗣 名古屋大学大学院工学研究科 教授

中北 英一 京都大学防災研究所 副所長・教授

平林 由希子 芝浦工業大学 工学部土木工学科 教授

矢野 真一郎 九州大学工学研究院 教授

山田 朋人 北海道大学大学院工学研究院 准教授

◎：座長 （敬称略、五十音順）

回数 開催日

第１回 平成３０年４月１２日

第２回 平成３０年５月１１日

第３回 平成３１年２月２８日

第４回 令和元年５月３１日

第５回 令和元年７月３１日

第６回 令和３年２月４日

第７回 令和３年３月４日

＜委員名簿＞ ＜開催履歴＞

令和３年４月提言（改訂版） 4



「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の概要
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「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」資料



「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の概要
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「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」資料



「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の概要

7気候変動を踏まえた治水計画のあり方 提言 改訂版 R3.4



気候変動を踏まえた目標流量の変更
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気候変動を踏まえた目標流量の試算【遠賀川】

○ 現行河川整備計画（1/40）の降雨量に気候変動により２℃上昇相当の降雨量変化倍率（1.1
倍）により試算した結果、基準地点日の出橋において4,300㎥/s（1/80）となる。

気候変動雨量拡大後の現行整備計画のハイドロ（日の出橋地点）

4,300m3/s（変更計画）

3,800m3/s（現計画）

（実績）25mm

（現計画）31mm

（変更計画）35mm
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9気候変動を踏まえた治水計画のあり方 提言 改訂版 R3.4

現行河川整備計画
における目標

H30洪水
気候変動後の流量
（2℃上昇シナリオ）

確率
規模

降雨
波形

目標
流量

ダム・
氾濫戻し

降雨量
変化倍率

流量

1/40 S28 3,800 4,042 1.1倍 4,300

表 基準地点日の出橋における流量



〇 本川及び1次支川において、概ね戦後最大となる規模の洪水を安全に流すことが可能となるW=1/80
の安全度（現行W=1/40）を確保し、二次支川においては、現行河川整備計画と同様に本支川バランスを
考慮しW=1/60の安全度（現行W=1/30）を確保する。

現行河川整備計画を超過したH30.7洪水に対応
（遠賀川本川・彦山川の流量増）

本川及び１次支川において、戦後最大あるいは
２番目を安全に流下させる規模に変更（W=1/80）

２次支川については、現行河川整備計画と同様に、
本支川バランスを考慮しW=1/60の安全度を確保

河道流量設定の流れ

本川及び1次支川の目標規模：W=1/80
（基準地点 4,300m3/s）

変更河川整備計画の目標流量（案）

河川整備計画目標流量（変更）
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※括弧書き内は、現行整備計画流量

遠賀川、彦山川において、現計画の安全度（W=1/40）を超える洪水
が発生したため、安全度を変更

2次支川の目標規模：W=1/60



気候変動を踏まえた河川整備基本方針の変更
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○ 遠賀川の現行河川整備基本方針は、基本高水をすべて河道で処理する計画としており、洪水調節施
設は位置付けていない。

○ 「気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について」答申に基づき、気候変動を踏まえた基本高水
の見直しを行うことが激甚化する水害に対して、下流河川に水位低減効果や避難時間の確保が可能
となる洪水調節施設の位置付けに向けて、現行河川整備計画の変更後、現行河川整備基本方針の変
更に向けて検討を進める。

変更整備計画
（気候変動考慮）

現行基本方針 現行整備計画

<1/150> <1/40>

基本方針変更
（気候変動考慮）

<1/150(気候変動)>

4,3004,800

3,800

河道

現方針に洪水
調節施設無し

【現行計画】

<1/80>

次回変更整備計画イメージ
（気候変動考慮）

洪水調節施設等

【今回変更】

洪水調節施設等

順次、気候変動を踏まえた
河川整備基本方針の変更を進める

次回変更で、洪水調整施
設の位置付けを目指す

河道整備のみで対応



変更河川整備計画（案）の骨子

「遠賀川水系流域治水プロジェクト」を踏まえた様々な対策による水害リスクの軽減

ハード対策 気候変動に伴う降雨量の増大に対応する災害防止に向けた抜本的な治水対策

■河川水位を低下させるための対策
・河道掘削、築堤、橋梁改築、堰改築等

■施設規模を上回る出水に対する対応
・危機管理型ハード対策
・堤防強化、堤防の適切な維持管理

■近年出水被害を踏まえた対応
・洪水時に流木や土砂堆積による被害を軽減させるための河道の整備や構造物の改築等

流域対策

■既存ダムの洪水調節機能の強化

■土地利用・住まい方の工夫

■排水機場の運転調整

■防災拠点や高台整備

■遊水機能の保持

■ため池等既存施設の有効活用 等

ソフト対策

地域や関係機関と連携した浸水被害の軽減対策

きめ細やかな情報提供など減災対策

■自治体との光ケーブル接続

■内水位計、空間監視カメラ等を整備し、リアルタイム情報を発信

■マイタイムラインづくりの推進
12
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変更河川整備計画（案）の目標

○ 変更河川整備計画の目標流量について、平成30年洪水の安全な流下を目標とし、気候
変動後においても現行河川整備計画の治水安全度を概ね確保するため、日の出橋（基準地
点）における目標流量を4,300m3/s（W=1/80）とする。

現行計画と変更整備計画の比較
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① 気候変動を踏まえた目標流量の見直し（基準地点日の出橋：3,800m3/s→4,300m3/s）

●気候変動を考慮して整備計画の目標流量を見直し、基準地点における整備目標流量
を4,300m3/sとする。

●同目標流量は、戦後最大規模である平成30年7月洪水（基準地点：4,100m3/s）を
カバーしている。

● 遠賀川本川及び１次支川において、戦後最大または戦後二番目の規模の洪水を
安全に流下させる。（1/40→1/80）

● ２次支川においては、現行河川整備計画と同様、本支川バランスを考慮した規模と
する。（1/30→1/60）

② 流域治水を踏まえ取組内容を追加

●ハード対策のみならず、ソフト対策や流域対策など、あらゆる関係者により流域全体で
行う「流域治水」へ転換。

● 令和3年3月に第2回遠賀川流域治水協議会を開催。
「遠賀川流域治水プロジェクト」最終とりまとめについて内容を確認。3月末に「遠賀川
流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】」を公表

変更河川整備計画のポイント（案）
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変更河川整備計画（案）の概要（水位縦断図）

○ 現況河道に今回の河川整備計画目標流量（基準地点4,300m3/s（W=1/80） ）が流下すると
本川中下流域で連続的にH.W.Lを超過。

遠賀川水位縦断図（現況河道：w=1/80流量流下時）

連続してH.W.Lを超過
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（中間堰～穂波川合流点上流）



○今回の河川整備計画の目標流量を河道掘削、堰改築等を実施し、H.W.L以下で流下。
○堤防高及び幅が不足しており家屋浸水が想定される箇所の築堤を実施。
〇上記の対策については、生態系や自然環境・周辺環境に十分配慮したうえで実施。

河川水位を低下させるための対策ハード対策
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河道掘削及び築堤イメージ

堰改築の事例（中間堰）

改築前 改築後

河道掘削及び河道内の樹木群の伐
採に際しては、多様な魚介類、底生
動物などの生息・生育の場となって
いる砂州、瀬、淵や産卵場など周辺
環境に与える影響が極力少なくなる
よう配慮するとともに、貴重な植生等
については、必要に応じ移植などの
措置を講じます。



遠賀川

穂波川

中元寺川

金辺川

彦山川

笹尾川黒川

西川 八木山川

平成30年洪水（1/60）【HWL超過】

【現状】
①H30出水でHWLを超過した区間の水位低下対策として、現河川整備計画1/40対応の河道掘削を実施

【今回】
②H30出水及び気候変動を踏まえた流量増で今回河川整備計画を変更（1/80）
③資産が集中する中下流部は下流部より、1/80対応の河道掘削等を実施

治水安全度の低い上流部は、中下流部の受け皿確保の後、上下流バランスを考慮した治水対策を実施し
流域全体の治水安全度向上を目指す

①現行整備計画に基づき河道掘削等を実施【1/25→1/40】

②現行の整備計画 1/40 → 今回の整備計画 1/80に変更

現況 中下流部
【 1/40 】

現況 下流部
【 1/100 】

現況 中上流部
【 1/25 】

現況 上流部
【 1/20 】

③段階的に下流より整備
【1/40→1/80】

河川水位を低下させるための対策の整備手順

③中下流部の受け皿
確保の後、上流着手

【1/20→1/80】

ハード対策

17

犬鳴川

現状

今回



施設規模を上回る出水に対する対応ハード対策

【危機管理型ハード対策】
○ 近年気候変動の影響により全国各地で堤防からの越水被害が発生。
○ 越水等が発生した場合でも堤防決壊までの時間を少しでも延ばし、避難の時間を確保

するため、堤防構造を工夫する対策「危機管理型ハード対策」を推進

対策状況 対策状況

18

（本川上流等にて実施）



近年出水被害を踏まえた対応

【流木・土砂堆積による被害軽減対策】
○ 平成29年7月出水では、大量に発生した流木の橋梁閉塞等により溢水氾濫が生じ、家屋

浸水等の甚大な被害が発生。また、洪水時に河道内に大量の土砂が堆積したことから、
流木・土砂堆積による被害軽減のための河道整備や構造物改築等を実施する。

【彦山川26k200付近】

法光寺橋

彦山川

桝田地区【彦山川左岸29k800付近】

彦山川からの溢水により大量の流木が流入

流木によりレールや鉄橋の一部が破損

ＪＲ日田彦山線第二鉄道橋（法光寺橋鉄橋）

彦山川

ＪＲ日田彦山線第二鉄道橋

流木によりレールや鉄橋の一部が破損

ハード対策

堆積状況（平成29年九州北部豪雨後の彦山川）

最大約1.5mの
土砂堆積
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流域治水プロジェクトの取組内容
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集⽔域
都道府県・市町村、
企業、住⺠

河川
国・都道府県・市町村、
利⽔者

氾濫域
国・都道府県・市町村、
企業、住⺠

氾濫をできるだけ防ぐ・
減らすための対策

〜ハザードへの対応〜
被害対象を減少させるための対策

〜暴露への対応〜
被害の軽減・早期復旧・復興のための対策

〜脆弱性への対応〜

⼆線堤等の整備
⇒ 市町村

（氾濫⽔を早く排除する）
排⽔⾨の整備、排⽔ポンプの設置
⇒ 市町村等

（避難態勢を強化する）
ICTを活⽤した河川情報の充実
浸⽔想定等の空⽩地帯の解消
⇒ 国・都道府県・市町村・企業

（被害範囲を減らす）
⼟地利⽤規制、⾼台まちづくり
⇒ 国・都道府県・市町村、企業、住⺠

（早期復旧・復興に備える）
BCPの策定、⽔災害保険の活⽤
⇒ 市町村、企業、住⺠

（移転する）
リスクが⾼いエリアからの移転促進
⇒ 市町村、企業、住⺠

（⽀援体制を充実する）
TEC-FORCEの体制強化
⇒ 国・企業

（氾濫⽔を減らす）
堤防強化等
⇒ 国・都道府県

（安全に流す）
河床掘削、引堤、放⽔路、砂防堰堤、遊砂地、
⾬⽔排⽔施設等の整備
⇒ 国・都道府県・市町村

ダム、遊⽔地等の整備・活⽤
⇒ 国・都道府県・市町村、利⽔者

（しみこませる）※

⾬⽔浸透施設（浸透ます等）の整備
⇒ 都道府県・市町村、企業、住⺠

（被害を軽減する）
建築規制・建築構造の⼯夫
⇒ 市町村、企業、住⺠

※グリーンインフラ関係施策と併せて推進

河川での対策 集⽔域での対策 氾濫域での対策凡例

① ② ③

○気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策、
「流域治水」へ転換。

○治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域
も含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策、②被害対象を
減少させるための対策、③被害の軽減・早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。
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芦屋町

遠賀町

鞍手町

宮若市

中間市

小竹町

飯塚市

桂川町

水巻町

直方市
糸田町

川崎町

大任町

赤村

添田町

←穂波川

彦山川上流部
河道掘削

堰改築・橋梁架替

田川市

福智町

彦山川中・下流部
河道掘削

堰改築

遠賀川上流部・穂波川
河道掘削・堰改築・橋梁架替

遠賀川中流部
（直方～飯塚）

河道掘削

犬鳴川下流部
河道掘削

凡例

浸水想定区域

大臣管理区間

堤防整備箇所

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

嘉麻市

←
建

花
寺

川

←熊添川

福
地
川→ 護岸整備、河道掘削、

構造物(橋梁)の改築 等

護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁)の改築 等

堤防・護岸整備、
河道掘削、構造物(堰)の改築 等

堤防・護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁､堰)の改築 等

堤防・護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁､堰)の改築 等

堤防・護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁､堰)の改築 等

護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁)の改築 等

堤防整備、
構造物(堰)の改築 等

護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁)の改築 等

河道拡幅、護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁)の改築、調節池 等

河道拡幅、護岸整備 等

河道拡幅、護岸整備 等

←
庄

司
川

堤防・護岸整備、調節池 等

遠賀川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～

○令和元年東日本台風では、戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、遠賀川水系においても、事前防災対策を進める必要がある
ことから、以下の取り組みを実施していくことで、戦後最大の平成30年7月洪水と同規模の洪水に対して、本川の堤防からの越水を回避するなど、流域
における浸水被害の軽減を図る。

下水道等の
排水施設の整備

香春町

岡垣町

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水防災教育の普及・充実、防災知識の普及
・大規模な洪水の発生を想定した安全な避難場所

等の確保
・避難に着目したタイムライン（行動計画）の確立
・効率的かつ的確な水防活動や施設操作の実施
・氾濫水の早期排水や迅速な復旧のための備え
・水害リスク情報の周知
・避難に資するリアルタイム情報の提供 等

■被害対象を減少させるための対策
・土地利用に関するルールづくり
・立地適正化計画の策定・見直し
・高台整備 等

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河道掘削、堤防整備、護岸整備、橋梁架替、
堰改築、排水機場の整備、耐水化の取組 等

・下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備
・校庭や公園等に貯留施設の設置
・利水ダム等１０ダムにおける事前放流等の実施、
体制構築
(関係機関：福岡県、北九州市、飯塚市、直方市、
福智町、土地改良区など)

・農業水利施設の整備・有効活用
・ため池等の補強・有効活用
・水田の貯留機能向上
・森林整備、治山対策 等

護岸整備、河道掘削 等

←碇川

河道掘削、
樹木伐採 等

河道掘削、樹木伐採 等

河道掘削、樹木伐採 等

河道掘削、
樹木伐採 等

北九州市若松区

下水道等の
排水施設の整備

排水施設の耐水化

河道拡幅、護岸整備 等 北九州市八幡西区

排水ポンプ整備
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短期 中長期

本川中下流部の浸水被害を軽減するための対
策（河道掘削、築堤等）

本川上流及び支川の浸水被害を軽減するため
の対策（堰改築、河道掘削等）

内水氾濫対策 下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備

校庭や公園等に貯留施設の設置

農業水利施設の整備・有効活用、ため池等の
補強・有効活用、水田の貯留機能向上

森林整備、治山対策

流水の貯留機能の拡大
利水ダム等１０ダムにおける事前放流等の実
施、体制構築

遠賀川河川事務所、福岡県、

北九州市、関係機関　等

土地利用に関するルールづくり

立地適正化計画の策定・見直し

安全な避難場所の確保のための取り組み

水防災教育の普及・充実、防災知識の普及

水害リスク情報の周知

避難に資するリアルタイム情報の提供

大規模な洪水の発生を想定した安全な避難場
所等の確保

避難に着目したタイムライン（行動計画）の確立

効率的かつ的確な水防活動や施設操作の実施

関係者と連携した早期
復旧・復興の体制強化

氾濫水の早期排水や迅速な復旧のための備え

福岡森林管理署、
福岡県、

森林整備センター
九州整備局、

流域21市町村　等

土地の水災害リスク情報
の充実

避難体制等の強化

被害の軽減、
早期復旧・復
興のための対

策

遠賀川河川事務所、
福岡県、

流域21市町村　等

工程
実施内容 実施主体区分

被害対象を減
少させるため

の対策

遠賀川河川事務所、
福岡県、

流域21市町村　等

氾濫をできる
だけ防ぐ・減ら
すための対策

遠賀川河川事務所、
福岡県、北九州市　等

対策内容

洪水氾濫対策

水災害ハザードエリア
における土地利用・

住まい方の工夫

流域の雨水貯留機能
の向上

本川中下流部

本川上流及び支川

気候変動を踏まえた

更なる対策を推進

 遠賀川では、流域全体を俯瞰し、国、県、市町村が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】 遠賀川本川の中下流部等では、河道掘削や築堤等を実施するとともに、既存ダムの洪水調整機能の強化、雨水貯留施設等の対策を進めることで、

平成30年洪水で浸水被害が発生した区間の浸水被害軽減を目指す。
【中 長 期】 遠賀川本川及び支川では、堰改築や河道掘削等を実施し、流域全体の浸水被害軽減を目指す。
 あわせて、流域の特徴を踏まえ、水防災教育の普及・充実、防災知識の普及や避難に着目したタイムライン（行動計画）の確立等のソフト対策等、流域が一体となって
被害の軽減、早期復旧・復興のための対策を推進する。

遠賀川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

■河川対策
（約４６９億円）
■下水道対策
（約５７億円）
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芦屋町
遠賀町

鞍手町

宮若市

中間市

水巻町
犬鳴川下流部
河道掘削

北九州市若松区

堤防・護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁､堰)の改築 等

堤防・護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁､堰)の改築 等

河道拡幅、護岸整備 等河道拡幅、護岸整備 等

岡垣町

凡例

浸水想定区域

大臣管理区間

堤防整備箇所

遠賀川水系遠賀川下流・犬鳴川流域

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
（国土交通省、福岡県、流域21市町村）
・水防災教育の普及・充実、防災知識の普及
・大規模な洪水の発生を想定した安全な避難場所
等の確保

・避難に着目したタイムライン（行動計画）の確立
・効率的かつ的確な水防活動や施設操作の実施
・氾濫水の早期排水や迅速な復旧のための備え
・水害リスク情報の周知
・避難に資するリアルタイム情報の提供

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（福岡森林管理署、福岡県）
・治山事業の実施
・森林整備事業の実施

（森林整備センター九州整備局）
・水源林造成事業の実施

（福岡県）
・農業用水利施設の整備・有効活用
・ため池の補強・有効活用
・水田の貯留機能向上

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（中間市）
・雨水貯留施設の整備

■被害対象を減少させるための対策
（遠賀町）
・立地適正化計画の見直しの中で防災指針を検討
・高台整備

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（遠賀町）
・雨水貯留施設の整備

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（岡垣町）
・雨水貯留施設の整備（開発行為に対する指導）

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（宮若市）
・下水道等の排水施設の整備（排水ポンプ整備）

■被害対象を減少させるための対策
（岡垣町）
・立地適正化計画の策定

護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁)の改築 等

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・利水ダム等１０ダムにおける事前放流等の実施、
体制構築
(関係機関：福岡県、北九州市、飯塚市、直方市、
福智町、土地改良区など)

遠賀川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～

護岸整備、
河道掘削 等

河道掘削、樹木伐採 等

事前放流犬鳴ダム

事前放流力丸ダム

事前放流 畑ダム

排水ポンプ整備

河道拡幅、護岸整備 等

北九州市八幡西区

排水施設の耐水化

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
（北九州市）
・内水浸水想定区域図の周知

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（北九州市）
・下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備
・ため池の補強・有効活用

■被害対象を減少させるための対策
（北九州市）
・立地適正化計画の見直しの中で防災指針を検討

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（鞍手町）
・雨水貯留施設の整備

■被害対象を減少させるための対策
（鞍手町）
・立地適正化計画の策定
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※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

小竹町

直方市

←穂波川

堰改築

遠賀川上流部・穂波川
河道掘削・堰改築・橋梁架替

遠賀川中流部
（直方～飯塚）

河道掘削

嘉麻市

←
建

花
寺

川

←熊添川

護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁)の改築 等

堤防・護岸整備、
河道掘削、構造物(堰)の改築 等

護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁)の改築 等

堤防整備、
構造物(堰)の改築 等

河道拡幅、護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁)の改築、調節池 等

←
庄

司
川

堤防・護岸整備、調節池 等

下水道等の
排水施設の整備

遠賀川水系遠賀川中上流流域

凡例

浸水想定区域

大臣管理区間

堤防整備箇所

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（飯塚市）
・下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備
・校庭や公園等に貯留施設の設置
・ため池の補強・有効活用

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（嘉麻市）
・雨水貯留施設の整備
・ため池の補強・有効活用

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（小竹町）
・雨水貯留施設の整備

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（桂川町）
・雨水貯留施設の整備

■被害対象を減少させるための対策
（飯塚市）
・土地利用に関するルールづくり
・立地適正化計画の見直しの中で防災指針を検討

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・利水ダム等１０ダムにおける事前放流等の実施、

体制構築
(関係機関：福岡県、北九州市、飯塚市、直方市、
福智町、土地改良区など)

遠賀川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
（国土交通省、福岡県、流域21市町村）
・水防災教育の普及・充実、防災知識の普及
・大規模な洪水の発生を想定した安全な避難場所
等の確保

・避難に着目したタイムライン（行動計画）の確立
・効率的かつ的確な水防活動や施設操作の実施
・氾濫水の早期排水や迅速な復旧のための備え
・水害リスク情報の周知
・避難に資するリアルタイム情報の提供
・高潮・内水浸水想定区域図の周知

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（直方市）
・下水道等の排水施設の整備

←碇川

河道掘削、樹木伐採 等

河道掘削、樹木伐採 等

河道掘削、樹木伐採 等

下水道等の
排水施設の整備

事前放流切畑ダム

事前放流久保白ダム

飯塚市

桂川町

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（福岡森林管理署、福岡県）
・治山事業の実施
・森林整備事業の実施

（森林整備センター九州整備局）
・水源林造成事業の実施

（福岡県）
・農業用水利施設の整備・有効活用
・ため池の補強・有効活用
・水田の貯留機能向上

■被害対象を減少させるための対策
（直方市）
・立地適正化計画の見直しの中で防災指針を検討
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添田町

糸田町

川崎町

大任町

赤村

彦山川上流部
河道掘削

堰改築・橋梁架替

田川市

福智町

彦山川中・下流部
河道掘削

福
地
川→

護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁)の改築 等

堤防・護岸整備、河道掘削、
構造物(橋梁､堰)の改築 等

香春町

遠賀川水系彦山川流域

凡例

浸水想定区域

大臣管理区間

堤防整備箇所

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（大任町）
・雨水貯留施設の整備

■被害対象を減少させるための対策
（田川市）
・立地適正化計画の見直しの中で防災指針を検討

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・利水ダム等１０ダムにおける事前放流等の実施、

体制構築
(関係機関：福岡県、北九州市、飯塚市、直方市、
福智町、土地改良区など)

遠賀川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
（国土交通省、福岡県、流域21市町村）
・水防災教育の普及・充実、防災知識の普及
・大規模な洪水の発生を想定した安全な避難場所
等の確保

・避難に着目したタイムライン（行動計画）の確立
・効率的かつ的確な水防活動や施設操作の実施
・氾濫水の早期排水や迅速な復旧のための備え
・水害リスク情報の周知
・避難に資するリアルタイム情報の提供

事前放流福智山ダム

事前放流 福智山池

事前放流 弁城ダム

事前放流 呉ダム

事前放流陣屋ダム

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
（福岡森林管理署、福岡県）
・治山事業の実施
・森林整備事業の実施

（森林整備センター九州整備局）
・水源林造成事業の実施

（福岡県）
・農業用水利施設の整備・有効活用
・ため池の補強・有効活用
・水田の貯留機能向上
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遠賀川流域における対策内容

ハード対策
（氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策内容）
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○事業箇所：飯塚市西部排水区（飯塚市の中心市街地；飯塚消防署及び嘉穂劇場･ｺｽﾓｽｺﾓﾝ周辺地域）

○事業内容：①合流式下水道区域における分流化事業（雨水管渠・浸透側溝等の新設 A=約28.6ha）

②片島ポンプ場内に雨水滞水池（V=3,700m
3
）新設（水質改善と共に浸水対策に寄与）

③雨水ポンプ場2箇所を新設(芦原、東町)、片島ポンプ場の雨水ポンプ改築(口径φ1,100mm×4台)

取り組み内容がわかる写真や地図など何でも結構です。
どんなことを取り組まれているのかわかる資料を添付下さい

片島ポンプ場
雨水滞水池3,700m3､
雨水ﾎﾟﾝﾌﾟ改築4台

東町雨水ポンプ場

芦原雨水ポンプ場

西部排水区 A=151ha

■下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備【飯塚市の事例】

遠賀川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～
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○事 業 箇 所 ：飯塚市内小中学校（１３箇所）飯塚市内公園（飯塚市鯰田外７地区）

○事 業 内 容 ：遠賀川水系流域の流出抑制を図る雨水貯留施設の整備

■校庭や公園等に貯留施設の設置【飯塚市の事例】

【市民公園等】【小中学校】

遠賀川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～
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○ダムによる洪水調節は、下流の水位を低下させ、堤防の決壊リスクを低減するのに加え、内水被害等
を軽減する有効な治水対策である。

○緊急時に既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用できるよう、事前放流の実施等についてダ
ムの管理者及び関係利水者と治水協定を令和2年5月29日に締結。

○ダム管理者・関係利水者 ：
陣屋ダム【福岡県・田川広域水道企業団（田川市・川崎町）】 力丸ダム【福岡県・北九州市・直方市】 犬鳴ダム【福岡県・宮若市】
福智山ダム【福岡県・直方市】 畑ダム【北九州市・日本製鉄(株)九州製鉄所】 切畑ダム【飯塚市】 久保白ダム【福岡県・飯塚市】
呉ダム【香春町】 弁城ダム【福智町】 福智山池【直方市】

○河川管理者 ： 国土交通省九州地方整備局遠賀川河川事務所 福岡県県土整備部河川管理課

陣屋ダム

犬鳴ダム

力丸ダム

福智山ダム
福智山池

畑ダム

切畑ダム

久保白ダム

呉ダム

弁城ダム

容量

（万m3）

有効貯水容量

に対する割合

容量

（万m3）

有効貯水容量

に対する割合

陣屋ダム 245 120 49% 106.8 227 93%
力丸ダム 1250 360 29% 229.9 590 47%
犬鳴ダム 485 165 34% 134.7 300 62%
福智山ダム 256 129 50% 57.6 187 73%
畑ダム 700.6 0 0% 134.2 134 19%
切畑ダム 33.6 0 0% 6 6 18%
久保白ダム 415 0 0% 74.7 75 18%
呉ダム 32.2 0 0% 6 6 19%
弁城ダム 19.8 0 0% 3.4 3 17%
福智山池 37.4 0 0% 6.7 7 18%
合計 3,475 774 22% 760 1,534 44%
※1　総貯水容量から堆砂容量及び死水容量を除いた容量

※2　利水用への補給を行う可能性が低い期間等において水位を低下させた状態とする貯水池運用を行うことにより確保可能な

容量を含む。

洪水調節容量※1

有効貯水

容量（万m3）

ダム名

水害対策に使える容量※2洪水調節

可能容量

（万m3）

○水害対策に使える容量（ダム）
協定前 22% → 協定後 44% 約760万m3の増加

ルール
予測降雨量が

基準降雨量を超
過する場合、事
前放流の実施を
判断

■利水ダム等１０ダムにおける事前放流等の実施、体制構築

遠賀川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～
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遠賀川流域における対策内容

流域対策
（被害対象を減少させるための対策内容）
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○平成30年7月豪雨において甚大な内水被害（床上152戸、床下265戸）が発生した遠賀川水系庄司川
（飯塚市）において、今後の治水対策について関係機関が連携し「庄司川総合内水対策計画」を令和
2年3月に策定。

○浸水対策事業の実施後も内水による浸水の危険性が高い地域において、地域と連携して土地利用に関
するルールづくりを行い、家屋浸水被害の軽減を図る。

住家の建築における規制のイメージ浸水被害の状況（H30.7豪雨）

浸水の危険性が高い地域において、新たに家屋等の建築な
どを行う場合に、飯塚市の条例に基づき建築の制限を行う。

■土地利用に関するルールづくり【飯塚市の事例】

遠賀川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～

32



遠賀川洪水浸水想定区域図（Ｌ２）

○高台整備には、河道掘削の土砂を有効利用

・高台避難所（広域）
・防災倉庫
・緊急用ヘリポート
・緊急車両待機所 等を整備

■高台整備【遠賀町の事例】

○遠賀川下流域には遠賀平野が広がり、低平地となっている自治体では、最大約５ｍ程度の洪水浸水想
定区域(Ｌ２)となっており、避難所や避難経路となる幹線道路が浸水範囲に点在する課題がある。

○現在、土地区画整理事業や土地開発事業などにあわせて盛土整備による浸水被害軽減や避難所となる
高台整備を検討している。

遠賀川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～
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遠賀川流域における対策内容

ソフト対策
（被害の軽減、早期復旧・復興のための対策内容）
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○ 遠賀川では、遠賀川を題材にした小学５年の社会科（自然災害とともに生きる）、理科（流れる水のはたらき）
の教材を教育委員会や小学校の協力を得て作成し、流域内への普及を図る。

○ また、小中学校や自治会等からの要請により、生物調査や水質調査、流水実験等の出前講座を住民団体や
自治体と連携して実施。

※Ｈ２７より流域内の全小学校に配布

■水防災教育の普及・充実、防災知識の普及

遠賀川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～
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■水害リスク情報の周知（マイ・タイムラインの活用）

○遠賀川流域で活動する河川協力団体や流域住民を対象にマイ・タイムライン
作成講習会を直方市で開催

○マイ・タイムラインは、住民一人ひとりのタイムラインであり、台風の接近によっ
て河川の水位が上昇する時に、自分自身がとる標準的な防災行動を時系列
的に整理するもので、避難判断のサポートツールとして活用可能。

○河川協力団体や流域住民が参加することで、地域の防災リーダーの育成につ
ながり、更なる地域防災力の向上を期待。

気象予報士・
防災士による概要説明

河川協力団体等による
マイ・タイムライン作成状況

遠賀川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～
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■避難に資するリアルタイム情報の提供

○ 遠賀川河川事務所では、市町村庁舎を光ファイバーケーブル網等で接続し、河川監視カメラの映像 など、
リアルタイム情報の提供の取組を行っている。

○ 現在、遠賀川流域では、１５の市町で相互接続が完了。今後も、リアルタイム情報が必要な自治体において、
相互接続を推進していく。

カメラ画像：動画（HP公開箇所以外含む） 河川水位情報（簡易水位計含む）

遠賀川流域の完了状況 １５市町 (R3年4月時点）

北九州市、直方市、小竹町、芦屋町、
田川市、中間市、遠賀町、宮若市、
水巻町、添田町、糸田町、嘉麻市、
大任町、福智町、飯塚市（令和３年３月接続）

遠賀川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～観測史上最高水位を観測した平成30年洪水に対応した流域21市町村一体となった防災・減災対策～
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今後のスケジュール及び
次回懇談会の内容について
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令和2年度 令和3年度
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

河川整備計画変更（4,300㎥/s）のスケジュール（案）

今回の河川整備計画変更

本省・国総研協議
原案公表

パブコメ

本文修正

学識者懇談会

案公表

県・関係省庁協議

今回の河川整備計画策定

「河川整備計画（原案）」に
ついての意見

学識者懇談会
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次回懇談会の内容

○ 今次出水（Ｈ３０年西日本豪雨）で複数の水位観測所でH.W.L.を超過したことや近年の気候変動を考
えると、現行の河川整備計画の目標治水安全度では十分ではないと考えられるため、治水安全度
の見直しについて検討すべき。

○ 様々な降雨パターンでどのような状況となるかを把握し、ハード対策の効果を確認すべき。またハー
ド対策のコスト面（費用対効果）の検討も行っていく必要がある。

○ 近年の気候変動を考えると、超過洪水の対応が重要となってくるため、現行の河川整備計画の目標
安全度以上の洪水発生時のソフト対策についても十分に検討しておく必要がある。

○ 流域対策の土地利用に関するルールづくりは、関係省庁、自治体、住民などと連携して進めること
が重要であるため、情報交換や住民へ周知など、各機関と連携してすすめていく旨を「今回の河川
整備計画」に記載すること。

○ 防災拠点や高台整備は機能性重視だけでなく、川や河川敷との親和性、周辺地域の景観整備、自
然環境の保全なども考慮し、魅力ある水辺空間の整備をしていくこと。

○ 治水だけでなく、生態系に配慮した川づくり、環境整備、環境保全などについても、「今回の河川整
備計画」に丁寧に記載すること。
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■ 前回までの主なご意見（遠賀川学識者懇談会）

〇上記及び今回のご意見を反映し、変更整備計画原案公表（7月下旬公表予定）

〇次回懇談会では原案の内容及びパブコメ意見照会、費用対効果の検討結果について
ご確認いただく予定


